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生産活動に伴うCO2 排出量（環境負荷量）
　－製品によるCO2 排出削減量（環境貢献量） ≦ ゼロ
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環境貢献量の
可視化により
さらなる競争力を

私たちが扱っている製品の一つであるトランスの環境
貢献量を算定しました。これまでもTDKは磁性材料の開
発を行っている強みを活かし、他社にはないユニークな
製品を提供することで、環境配慮の観点においてもお客
様から高い評価をいただいてきました。今回、あらため
て貢献量が可視化されたことで、今後はさらに、競争力
のある製品の提案ができると考えています。

トランスは、エアコン、冷蔵庫、洗濯機などいわゆる
白物家電のほか、テレビやレコーダー等のAV機器にい
たるまで、生活に欠かせないさまざまなものに用いられ
ています。だからこそ、製品一つひとつの貢献量はわず
かでも、通年の生産量を掛け合わせると、製品が環境に
及ぼす影響は多大であり、製品の設計段階で環境への貢
献を意識することは非常に重要だと考えています。

TDKのトランスが持つ「素材面」「製造面」「設計・デ
ザイン面」における独自の強みのほか、これからは「ム
ダのない設計」「つくりやすい設計」に加え、「環境に配
慮した設計」を心掛けていきたいと思います。

Topic 2Topic 1
中国・厦門の
省エネ活動でCO2 の
大幅削減を達成

中国においては、2011年から始まった第十二次五カ
年計画で、地方政府ごと、企業ごとに具体的な省エネ目
標が設定されました。TDK厦門でも、標準石炭換算で年
間1,750トンのエネルギー消費量削減の目標が割り当て
られたことなどを受け、さまざまな省エネ活動に取り組
んできました。

具体的には、老朽化した付帯設備の更新、モータのイ
ンバータ化、コンプレッサから回収された余熱の利用な
どの施策を実施。これにより、2013年までに標準石炭
換算で年間2,000トンのエネルギー消費量削減などを実
現し、政府から提示された目標、TDKグループから各製
造拠点へ要請されたCO2削減目標をともに大幅に上回る
成果を上げることができました。燃料ボイラーの交換、
ターボ冷凍機の改善プロジェクトにおいては、政府から
の奨励金もいただきました。

今後、他拠点の成功事例を共有・活用し、さらなる成
果を目指すとともに、その周知にも努め、従業員のモチ
ベーションもより向上させていきたいと考えています。
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地球環境との共生

第三者意見
環境活動を推進するために、TDKグループ全体の環境方針として「TDK環境憲章」を制定し、
持続可能な発展に寄与することを目指しています。
2011年度には、「TDK環境活動2020」を策定し、電子部品業界では初めてとなる

「カーボンニュートラルの達成」を目標に活動を展開しています。4
2013年度の取り組み総括

生産活動に伴うCO2 排出量（環境負荷量）の削減について
は、当社のCO2 排出量の約50%を占める中国地区について、
重点的に省エネルギー活動の強化を行い、自律的な活動が推
進できる体制を整備するとともに、事業部門の原価低減と連
携した省エネルギー活動を展開しました。その結果、2013
年度は、目標の109万トンに対し、106.3万トンと目標を達
成しました。

製品によるCO2 排出削減量（環境貢献量）の拡大について
は、製品群別および分野別の環境貢献量の算定が可能な範囲
を拡大した結果、2013年度は、88.6万トンとなりました。
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　今日、サプライチェーンに関する人権・環境問題
は、NGOのみならず関連規制当局の強い関心の対象
となっている。同時に、企業にとってはCSRの諸項
目の中でも最も対処が難しいものの一つである。本
年のTDKのCSR報告書は、サプライチェーンのCSR
を正面から取り上げ、実に内容のある特集を組んで
いる。最も高く評価したい点は、この難しい問題に
対処するための舞台裏の努力に光を当てたことであ
る。読者に、現代の企業経営が社会との関係におい
て多面的努力を必要としていることを分かりやすく
伝えている。CSR内部監査員の養成プログラムの詳
細、さらに、顧客によるCSR監査がない場合に自主
的に第三者機関による内部監査を受審することに
よって、対応能力を維持強化するといった取り組み
の紹介は、いずれも「サプライチェーン全体にCSR
の考え方を取り入れていく」との上釜社長のコミッ
トメントが反映されたものであろう。自社での対応
の経験を踏まえ、監査等の情報を業界横断的に共有
する仕組みの構築といった具体的な提案を明記した
点も建設的である。TDKがこのような新しいルール
制度の構築に引き続きリーダーシップを発揮するこ
とを期待したい。

　次にグローバル人事部の発足について述べたい。
企業、とりわけグローバルに事業展開している企業
にとって、国籍や雇用形態の別に関わらず、すべて
の従業員を公平に評価し均等に成長の機会を与える
ことは、社会的責任の柱の一つである。グローバル
人事部の発足は重要な第一歩である。

　つづいて、TDKの技術を通じた社会価値の創造に
ついて述べたい。TDKの強みの一つは「社会から必
要とされるものをゼロからつくり出していくこと」、

「他社にないユニークな製品を提供すること」にあ
る。そして企業倫理綱領には「社会的課題の解決」
との目的が掲げられており、上釜社長も将来的な社
会課題の解決に貢献したいとの決意を述べられてい
る。まったく新しい技術や製品を世に送り出すこと
は、深いところで社会課題解決と結びつく。社会課
題は新技術・製品開発の方向性を指し示す灯台の一
つだからである。社会課題解決と市場での評価、こ
の両立を果たすことが TDK の長期的価値創造のカ
ギとなる。そのような観点からみて、トランスの環
境貢献量の可視化は、過小評価されるべきではない
成果である。社会課題の解決への努力は常に市場に
おける価値に翻訳する努力を伴う必要がある。

　最後に今後の期待について若干述べたい。サプラ
イチェーンの社会的責任に関する取り組みについて
は、監査結果などについて可能な限り客観的データ
の開示を望みたい。また、グローバル人事制度につ
いては、今後の運用の進展についてぜひ継続的な報
告を期待したい。最後に、グローバル経営は異なる
社会の価値観を理解し吸収しながら自社のグローバ
ルな価値観を不断に創り上げる継続的な作業である。
TDKのCSRがこの価値ある挑戦の基軸となることを
期待したい。
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